
12　経常収支比率の推移

　市においては、75％～80％が望ましいと言われています。まずは平成19年度に85％以下にする目
標を掲げています。そのためにも一層経常経費の削減が求められます。

　経常収支比率は平成8年度、97.2％と過去最高になりましたが、行政改革を進めていく中で徐々に
改善されてきています。しかし、16年度は行政改革を進め、経常経費の削減に努めましたが、市税の
落ち込み、特例債（臨時財政対策債等）の減少などにより、経常的な歳入が大幅な減となったため、
経常収支比率が上昇してしまいました。
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経常的繰出金 8.8 9.3 10.0 9.0 8.3 8.3 9.0 9.1 9.1 9.2 10.2

補助費等 2.8 3.5 3.9 3.4 3.5 3.1 3.3 3.1 3.1 3.1 3.1

維持補修費 0.9 0.7 0.7 0.7 0.7 0.8 0.7 0.7 0.6 0.5 0.5

物件費 14.8 16.3 17.5 18.4 18.8 19.9 18.9 18.0 18.0 18.9 18.2

公債費 14.6 13.0 14.6 14.2 15.0 13.8 13.5 14.1 13.8 12.6 13.5

扶助費 3.8 3.4 4.0 3.5 3.8 3.8 2.7 3.1 3.5 4.2 4.2

人件費 46.7 46.6 46.5 47.5 44.4 42.4 41.6 41.5 40.3 39.3 40.0

経常収支比率 92.5 92.8 97.2 96.7 94.5 92.1 89.7 89.6 88.4 87.8 89.7
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